
第4次行政改革での重点取組

具体的な取組項目

１　行財政改革による行財政運営の適正化
・市民ニーズに即し、持てる経営資源を最大限
活用しながら、最小の経費で最大の効果を発揮
できる行財政運営の実現を目指す。

－ － － － － － － － 行政改革推
進課

（１）　マネジメントシステムの強化 － － － － － － － － 行政改革推
進課

見直し・改善
の必要性の
有無

Ａ：平成24年度計画の見直し・改善

見直し・改善が必要な理由

Ｃ：目標達成状況の評価

平成23年度の進捗状況

中・小項目の「目指すべき
姿」への貢献度達成状況取組の具体的な実施内容実施状況

小項目（１）

小項目（２）

平成26年度 平成23年度

行政改革推進計画の大項目～小項目の目指すべ
き姿（P)

第４次行政改革推進計画の平成23年度取組結果

Ｐ：計画、目標 Ｄ：取組の実施状況

主管課

大項目

中項目

個別計画等

目標

平成23年度取組内容

目標達成（未達成）の理由

平成24年度取組内容平成24年度目標

① ② ③ ④ ※見直し箇所は、太字下線で修正

１　戦略的な視点を持った施策・事業
の重点化 政策協議

重点化する施策、その施策
を具体化するための主要事
業を選定し、予算の優先配
分がされている状態

第5次総合計画の進捗状況
や時々の行政課題を基にし
た政策協議の実施により、
重点化する施策等を選定
し、予算の優先配分がされ
ている状態

・第5次総合計画の進捗状
況の検証
・政策協議の実施
・重点化施策、主要事業の
選定と翌年度予算への反映

計画どおり
実施

・第5次総合計画、公約の
進捗状況や時々の行政課題
を議題として政策協議を
行った。
・協議結果を受け、予算編
成方針に「第5次総合計画
及び公約に基づく重点施
策」と「三つの重点テー
マ」を示した。
・予算編成過程では該当す
る施策、事業等に予算を優
先配分した。

○

・平成24年度予算において、
「第5次総合計画及び公約に基
づく重点施策」と「三つの重
点テーマ」に該当する事業に
対して、予算を優先配分した
ため。
・結果については、「平成24
年度当初予算の概要」の中で
「重点テーマ」及び「重点施
策への予算配分」としてまと
め、公表した。

・政策協議の結果を受け、
予算編成方針に「第5次総
合計画及び公約に基づく重
点施策」と「三つの重点
テーマ」を示し、それらに
基づく重点施策、主要事業
へ予算の優先配分を行った
ことで、「将来への価値あ
る投資」に寄与することが
できた。

なし －

第5次総合計画の進捗状況
や時々の行政課題を基にし
た政策協議の実施により、
重点化する施策等を選定
し、予算の優先配分がされ
ている状態

・第5次総合計画の進捗状
況の検証
・政策協議の実施
・重点化施策、主要事業の
選定と翌年度予算への反映

○企画課、
政策調整
課、財政課

２　事業の成果等の評価による事業展
開の方向付け 事業評価

全ての事務事業を対象とし
て事業評価を実施すること
により、事業展開の方向付
けがなされた状態

事業評価の実施により、今
後の事業展開の方向付けが
なされ、新年度予算編成に
反映されている状態

事業評価の実施 計画どおり
実施

・全事業を対象に、ＰＤＣ
Ａサイクルによる事業評価
を実施し、効果的・効率的
な事業実施の視点から検
証・評価を行った。

○

・事業評価の実施により、320
事業を見直し・改善の対象と
し、その結果と対応策を予算
要求説明書に記載するなど、
新年度予算に的確に反映する
ことができたため。

・事業の継続や見直しの必
要性を検証・評価し、必要
な事業に必要な予算を配分
したことにより、「真に必
要なサービス」の安定的提
供に寄与することができ
た。

なし －

事業評価の実施により、今
後の事業展開の方向付けが
なされ、新年度予算編成に
反映されている状態

事業評価の実施
○行政改革
推進課、財
政課

（２）　健全財政の推進

・毎年度の歳入・歳出予算の均衡が保たれるよ
う計画的な財政運営を維持するとともに、基礎
的サービスを適切かつ安定的に提供するため、
自主財源の確保や特定財源の発掘、歳出削減に
取り組み、財政基盤の強化を目指す。

－ － － － － － － － 行政改革推
進課

・持続可能な「すこやかなまち」づくりのため
に、真に必要なサービスの安定的提供と将来へ
の価値ある投資を着実に行うことを目指す。

①　効率的で効果的な財政運営 － － － － － － － － － － － － － 行政改革推
進課

3　事業の終期の明確化 事業評価

全ての事業について終期が
検討され、終期が設定でき
る事業は、終期が明確に
なっている状態

事業評価の実施により、終
期設定が可能な事業が明確
になっている状態

事業評価の実施 一部実施で
きず

・事業評価は実施したが、
予算編成の段階で、終期を
設定する評価方法が適切で
ないことが判明し、終期の
設定を検証・評価すること
ができなかった。

×

・事業評価は実施したが、予
算編成の段階で、終期を設定
する評価方法が適切でないこ
とが判明した。新たに評価方
法を構築するなどの時間的な
猶予がなく、結果として、終
期の設定を検証・評価するこ
とができなかったため。

・事業の終期を明確にでき
ず、将来負担の軽減につな
げることができなかった。

あり（計画
は見直さな
いが実施方
法を見直す

もの）

・23年度事業評価の取組を
検証し、終期の設定を明確
にする評価方法を構築する
必要がある。

事業評価の実施により、終
期設定が可能な事業が明確
になっている状態

事業評価の実施 行政改革推
進課

4　各種事業計画の策定 各種整備計画
整備計画に基づき、優先度
の高い事業から実施されて
いる状態

分野ごとに、整備基準に基
づく整備計画を策定 分野ごとの整備計画を策定 計画どおり

実施

・分野ごとに事業の優先度
を明確にした10の整備計画
を策定(平成23年10月)し
た。

○
・分野ごとに事業の優先度を
明確にした10の整備計画を策
定したため。

・整備計画に基づき、優先
度の高い事業から予算配分
を行い、効率的で効果的な
財政運営に取り組んだこと
により、将来負担の軽減に
寄与することができた。

なし －
整備計画に基づき、優先度
の高い事業から実施されて
いる状態

必要に応じて整備計画の
ローリング

行政改革推
進課

5　重複・類似事業の見直し 事業評価

全ての事業について、重
複・類似事業が検証され、
整理・統合や、所管の見直

重複・類似事業が検証さ
れ、整理・統合などが行わ 事業評価の実施 計画どおり

実施

・全事業を対象に、代替措
置や類似事業の整理・統合
の視点から事業評価を行っ ○

・事業評価の実施により、代
替措置や類似事業の整理・統
合の視点から、検討を要する
事業を抽出した。その結果、

・「青少年問題協議会」に
ついて、規則を改正し、他
の審議会との整理を行った
・整理・統合の検討を要す
る事業を抽出したことによ なし －

重複・類似事業が検証さ
れ、整理・統合などが行わ 事業評価の実施 行政改革推

進課
5　重複・類似事業の見直し 事業評価 整理・統合や、所管の見直

しが行われている状態

れ、整理・統合などが行わ
れている状態

事業評価の実施 実施 の視点から事業評価を行っ
た。

○ 事業を抽出した。その結果、
「青少年問題協議会」につい
ては、規則を改正し、他の審
議会との整理を行ったため。

る事業を抽出したことによ
り、今後の効率的で効果的
な財政運営に寄与すること
ができた。

なし － れ、整理・統合などが行わ
れている状態

事業評価の実施 進課

6　財政調整基金の活用と確保 財政調整基金
活用計画 基金残高25億円以上を維持 年度末基金残高

8,000,000千円
平成22年度決算剰余金等積
立1,811,650千円

一部実施で
きず

・平成22年度決算剰余金等
1,261,966千円を積み立て
た。

×

・今冬の豪雪や板倉区の地す
べりなど災害復旧等に係る経
費の財源として基金を27億円
余り取り崩したことから、年
度末残高が5,488,316千円と
なったため。

・財政調整基金の活用によ
り、施設除却を予算化し、
将来負担の軽減を図った。
・一方、基金残高が目標に
届かず、将来の財政負担の
軽減のための計画的な財政
運営への貢献度は不十分で
あった。

あり

・年度末基金残高は、計画
上の見込額であったため、
年度別目標としてはそぐわ
ないと判断し、「25億円以
上の維持」に改めるもの。
・25億円は標準財政規模の
約5％に相当するととも
に、大雪災害や突発的な自
然災害に対応するために想
定される額であり、必要最
低限として維持すべき額で
ある。

年度末基金残高
25億円以上の維持
（財政計画：83億円）

・多額の一般財源を要する事
業や後年度負担の軽減に資
する事業への財源措置
・災害等不測の事態への財
源措置
・第4次行政改革推進計画に
掲げた具体的な取組のさら
なる強化による歳出削減と歳
入確保による残高確保
・予算執行において生じる不
用額の確実な留保による残
高確保

財政課
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第4次行政改革での重点取組

具体的な取組項目

見直し・改善
の必要性の
有無

Ａ：平成24年度計画の見直し・改善

見直し・改善が必要な理由

Ｃ：目標達成状況の評価

平成23年度の進捗状況

中・小項目の「目指すべき
姿」への貢献度達成状況取組の具体的な実施内容実施状況

小項目（１）

小項目（２）

平成26年度 平成23年度

行政改革推進計画の大項目～小項目の目指すべ
き姿（P)

Ｐ：計画、目標 Ｄ：取組の実施状況

主管課

大項目

中項目

個別計画等

目標

平成23年度取組内容

目標達成（未達成）の理由

平成24年度取組内容平成24年度目標

① ② ③ ④ ※見直し箇所は、太字下線で修正

手数料改定計
画

住民サービスの提供に対す
る受益者負担が適時・適正
に見直しされている状態を
維持

基本方針策定 原価計算方法及び適正な受
益者負担割合の検討

一部実施で
きず

・基本方針（案）を策定
し、それに基づく各手数料
の原価計算を実施し、課題
の抽出を行った。

×

・使用料と足並みを揃えて検
討を進めることとし、作業を
進めたが、課題等の検討に時
間を要し、基本方針の策定に
は至らなかったため。

・基本方針の策定に向けた
検討を進めたが、基本方針
を確定させるに至らず、将
来負担の軽減に貢献するこ
とができなかった。

あり

・平成23年度に完了を見込
んでいた基本方針を平成24
年度に完了させた上で、当
初予定どおりに改定作業を
行う必要がある。

基本方針策定
手数料の設定

基本方針策定
改定作業 財政課

使用料改定計
画

施設サービスの提供に対す
る受益者負担の割合が低い
施設使用料を改定し、受益
者負担の適正化が図られて
いる状態を維持

基本方針策定 施設維持管理コスト及び適
正な受益者負担割合の検討

一部実施で
きず

・他の市町村の使用料改定
に関する計画の策定状況を
調査し、基本方針（案）の
検討を進めた。

×

・他の市町村の事例を研究し
つつ、基本方針（案）の検討
を進めたが、当市のあるべき
受益者負担のあり方の方針が
固まらず、策定には至らな
かったため。

・基本方針の策定に向けた
検討を進めたが、基本方針
を確定させるに至らず、将
来負担の軽減に貢献するこ
とができなかった。

あり

・平成23年度に完了を見込
んでいた基本方針を平成24
年度に完了させた上で、当
初予定どおりに改定作業を
行う必要がある。

基本方針策定
標準施設使用料及び個々の
施設使用料の設定

基本方針策定
改定作業

行政改革推
進課

8　市債元利償還金の繰上償還、借換 実質公債費比率16.0％以下
を維持

実質公債費比率
14.8％

対象の把握、貸付先等との
交渉

計画どおり
実施

・公的資金補償金免除繰上
償還の対象残債を把握し、
24年度予算に反映した。

○

・公的資金補償金免除繰上償
還の計画的実施等により、実
質公債費比率が対前年比0.2ポ
イント減の14.6％に改善し

・24年度からの繰上償還等
を予算に反映させたこと
で、公債費等の将来負担を
軽減するための道筋を付け

なし － 実質公債費比率
14.6％

・対象の把握、貸付先等と
の交渉
・利率5.0％以上の市債の
補償金免除繰上償還を実施 財政課

7　受益者負担の適正化
・平成27年度からの普通交付税等の合併算定替
の終了による減額を見据えた将来負担のできる
限りの軽減を目指す。

を維持 14.8％ 交渉 実施 24年度予算に反映した。 イント減の14.6％に改善し
た。

軽減するための道筋を付け
ることができた。

14.6％ 補償金免除繰上償還を実施
44,691千円（利子軽減額
5,705千円）

9　通常分の市債発行の抑制 実質公債費比率16.0％以下
を維持

実質公債費比率
14.8％

・普通建設事業等の市債対
象事業を精査
・交付税措置の無い市債発
行の抑制
・退職手当債の発行取り止
め（発行可能額810,000千
円）

計画どおり
実施

・交付税措置のない豪雪対
策事業債や退職手当債の発
行を取り止めた。
・国費の減額、国の補正に
伴う地方負担分について、
交付税措置率の高い合併特
例事業債や過疎対策事業債
を活用した予算措置を行っ
た。

○

・交付税措置率の高い起債の
活用を図りつつ、退職手当債
の発行を行わないなど、交付
税措置率の低い起債を抑制し
た結果、実質公債費比率が対
前年比0.2ポイント減の14.6％
に改善した。

・後年度の交付税措置を考
慮した市債の発行により、
将来負担の軽減が図られた
ものと考える。

なし － 実質公債費比率
14.6％

・普通建設事業等の市債対
象事業を精査
・交付税措置の無い市債発
行の抑制
・退職手当債の発行取り止
め（発行可能額 429,800千
円）

財政課

10 各種特別会計の必要性の検証と見
直し 事業評価

全ての特別会計について、
必要性の検討が終了してい
る状態

特別会計の必要性が検証さ
れ、整理・統合などが行わ
れている状態

事業評価の実施 計画どおり
実施

・対象となる事業につい
て、会計区分の見直しの視
点から事業評価を行った。

×

・事業評価の実施により、会
計区分の見直しの視点から、
検討を要する事業(地球環境特
別会計)を抽出したが、一般会
計化に向けては、過去の検討
経過の検証や関係機関の意向
確認などに一定の時間を要す
ることから、整理・統合には
至らなかったため。

・特別会計の整理・統合に
至らず、効率的で効果的な
財政運営に寄与することが
できなかった。

あり（計画
は見直さな
いが実施方
法を見直す

もの）

・特別会計の必要性につい
て、毎年度の事業評価の手
法で検証する必要性がある
かどうかを検討する必要が
ある。(毎年度実施する必
要があるか。事業評価の手
法で実施する必要がある
か)

特別会計の必要性が検証さ
れ、整理・統合などが行わ
れている状態

事業評価の実施 行政改革推
進課

・給食調理業務民間委託実
施校13校は、受託業者との
打合せ会や立入検査を実施
して、衛生管理や調理業務

・民間委託を13校で実施し、
実施校においても安全安心で
おいしい給食を提供すること ・調理業務の民間委託等を

公債費等縮減
計画

11　委託効果が高い業務への民間等委
託導入の推進

学校給食調理
業務の民間委
託計画

委託実施校22校 委託実施校13校

・委託実施校の実施状況の
確認と検証
・次年度新規3校実施に向
けた業者選定等

計画どおり
実施

して、衛生管理や調理業務
が問題なく行われているこ
とを確認しており、安全安
心な給食を提供できた。
・24年度の新規民間委託等
3校については、23年12月
に業者選定等を行い内定作
業も終了した。

○

おいしい給食を提供すること
ができたため。
・また、24年度の3校の業者選
定、内定作業も早期に終了す
ることができ、人材派遣開始
までの十分な準備期間を確保
することができたため。

・調理業務の民間委託等を
13校で実施し、人件費等の
経費縮減を行ったことによ
り、将来負担の軽減に寄与
することができた。

なし － 委託実施校16校

・委託実施校の実施状況の
確認と検証
・次年度新規3校実施に向
けた業者選定等

教育総務課

12 事業の改善・廃止計画の適切な進
捗管理

改善・廃止計
画

改善・廃止計画に基づき、
事業の適切な進捗管理がな
されている状態

改善・廃止計画に基づき、
適切に事業が進捗管理され
ている状態

改善・廃止計画の見直し及
び適切な進捗管理

計画どおり
実施

・平成22年度に実施した
「事務事業の総ざらい」の
改善・廃止計画に基づく進
捗管理(8回実施)の徹底を
図った。
・平成23年度事業評価の
「改善・廃止計画」を新た
に作成するとともに、進捗
管理(23年度総括)を行っ
た。

○

・「改善・廃止計画」に基づ
き、適切な進捗管理を徹底し
た。
・また、総ざらいにより廃止
と評価した地域事業について
は、地域協議会との協議を重
ね、理解を得ながら進め、諮
問・答申を経て完了すること
ができたため。

・「改善・廃止計画」に基
づき、計画的に事業の改
善・廃止を完了し、歳出削
減につなげたことにより、
将来負担の軽減に寄与する
ことができた。

なし －
改善・廃止計画に基づき、
適切に事業が進捗管理され
ている状態

改善・廃止計画の見直し及
び適切な進捗管理

行政改革推
進課

②　公の施設の見直し － － － － - － － － － － － － － 行政改革推
進課

公の施設の再
配置計画

約1,000ある公の施設のう
ち、概ね1割の施設が再配
置（統廃合等）されている
状態（実質再配置対象約

計画策定
・再配置計画の策定
・地元等との合意形成（説
明会の実施など）

計画どおり
実施

・再配置計画を策定した
（10月）。
・地域協議会並びに町内会
長連絡協議会等への説明を

○

・施設所管課などとのヒアリ
ングや施設の基礎データを収
集するなどにより、目標どお
り再配置計画を策定すること

・公の施設の再配置計画の
策定により施設の効率的・
効果的な配置を行う仕組み
を整えたことで、平成26年
度までの再配置の実施に向

なし － 再配置の実施
・地元等との合意形成（説
明会の実施など）
・再配置の実施

行政改革推
進課配置計画 状態（実質再配置対象約

600施設）
明会の実施など） 実施 長連絡協議会等への説明を

実施した（11月～１月）。
り再配置計画を策定すること
ができたため。

度までの再配置の実施に向
けた道筋を付けることがで
きた。

・再配置の実施 進課

保育園の再配
置等に係る計
画

公立保育園数49園⇒44園 公立保育園数49園 保育園の再配置等に係る計
画を策定

計画どおり
実施

・保育園の再配置等に係る
計画を策定した（24年3
月）。
・議会厚生常任委員会へ説
明を行った（24年3月）。

○

・保育園のあり方検討委員会
の意見書等を踏まえながら、
保育園の再配置等に係る計画
を策定することができたた
め。
・公立保育園数49園

・保育園の再配置等に係る
計画の策定により、施設の
効率的・効果的な配置等を
行う仕組みを整えたこと
で、平成26年度までの第1
次計画、またその後の数次
に渡る計画による、持続的
な保育環境の整備のための
道筋を付けることができ
た。

なし － 公立保育園数49園 保育園の再編に向け、地域
との協議開始 こども課

14 公の施設の除却計画の作成による
計画的な施設の除却

公の施設の除
却計画

・活用されていない施設が
除却され不必要な維持管理
費が生じない
・除却後の土地が適正に利
活用されている又は売却さ
れている

・8施設の除却
・除却計画策定

各施設の状況を把握し、除
却計画（優先順位）を策定

計画どおり
実施

・除却計画を策定した（10
月）。
・23年度に8施設の除却(解
体撤去等)を完了した。

○
・23年度に8施設を除却し、次
年度以降の除却計画を策定す
ることができたため。

・不用施設が除却され維持
管理費の削減効果が見込め
る。
・除却後の土地を売却する
など財源確保に寄与でき
る。

なし － 計画に基づく事業実施

・計画に基づき財政状況に
応じた除却を実施
・除却後の土地処分
・公の施設の再配置計画等
を踏まえた除却計画の見直
し

用地管財課

・類似施設の増加や同一生活圏内での施設の集
中などの課題を解消するとともに、不用施設の
売却・貸付、統一的基準による計画的な除却を
行うことを目指す。

13　公の施設の利用状況等を踏まえた
再配置計画の策定と実施

2



第4次行政改革での重点取組

具体的な取組項目

見直し・改善
の必要性の
有無

Ａ：平成24年度計画の見直し・改善

見直し・改善が必要な理由

Ｃ：目標達成状況の評価

平成23年度の進捗状況

中・小項目の「目指すべき
姿」への貢献度達成状況取組の具体的な実施内容実施状況

小項目（１）

小項目（２）

平成26年度 平成23年度

行政改革推進計画の大項目～小項目の目指すべ
き姿（P)

Ｐ：計画、目標 Ｄ：取組の実施状況

主管課

大項目

中項目

個別計画等

目標

平成23年度取組内容

目標達成（未達成）の理由

平成24年度取組内容平成24年度目標

① ② ③ ④ ※見直し箇所は、太字下線で修正

③　第三セクター等の経営改善 － － － － - － － － － － － － － 行政改革推
進課

15 市の関与度合いが高い第三セク
ターの経営の健全化と今後の方向性の
明確化

第三セクター
の見直し方針

第三セクターの経営基盤が
強化され、持株会社に参加
した子会社の経営状況が改
善されている状態（単年度
黒字の計上又は単年度赤字
幅の縮減）

経営統合（持株会社化）の
検証

・見直し方針の作成
・市と三セクで構成するプ
ロジェクトチームによる経
営統合の効果・実現可能性
の検討・検証

計画どおり
実施

・見直し方針を策定した。
・持株会社の枠組み設計と
経営効果をコンサルに委託
し、経営統合（持株会社
化）の効果・実現可能性を
検討・検証した。
・持株会社化プロジェクト
チーム会議を5回開催し
た。

○

・経営統合（持株会社化）を
柱とした見直し方針を策定し
たほか、経営統合（持株会社
化）の効果が最大限見込める
枠組みの検討・検証が終了し
たため。

・第三セクターの見直し方
針を策定し、今後の課題や
方向性を明らかにしたこと
で、平成26年度までに第三
セクターの経営状況を改善
し、第三セクターへの公的
関与の度合いを低減するこ
とができる見込みである。

なし － 経営統合（持株会社化）の
実施 持株会社の設立 行政改革推

進課

土地開発公社 ・公社保有地の削減
・借入金利子への補填

・市の買戻しと民間への売
却

・公社保有地の削減、借入
金利子への補填を予定どお
り行った。

・計画どおり取組を実施した
ほか、三セク債活用時の課題

・公社の解散方針を決定し
たことで突発的な債務保証
実行による不安定な財政状 23年度の目標は達成した ・公社保有地の削減

・借入金利子への補填

・市の買戻しと民間への売
却
・借入金利子への補填

・第三セクター等の抜本的な経営改善を行うと
ともに、第三セクターへの公的関与の度合いを
低減することを目指す。

16　土地開発公社の債務整理推進のた
めの具体的な対応策の検討

土地開発公社
の経営の健全
化に関する計
画

土地開発公社の経営の健全
化

・借入金利子への補填
・抜本的な債務整理の研究
及び対応策の検討

却
・借入金利子への補填
・三セク債導入に係る方針
の協議（新潟県及び総務省
との相談・協議を含む）

計画どおり
実施

り行った。
・三セク債償還期間延長に
関し新潟県及び総務省との
事前協議を完了した。
・解散方針を公表した。

○

ほか、三セク債活用時の課題
であった起債償還年限の延長
が認められる見込みとなった
ことを受け、解散方針を決定
できたため。

実行による不安定な財政状
況を回避できるようになっ
たほか、借入利率を抑制で
きるなど市の将来的な財政
負担の軽減への道筋を付け
ることができた。

あり

23年度の目標は達成した
が、三セク債の発行見込額
が確定したことにより修正
するもの。

・借入金利子への補填
・三セク債導入による公社
債務の整理

・借入金利子への補填
・三セク債の発行
（発行見込額17,415,100千
円）
・公社保有地の継承

○用地管財
課、財政課

④　公営企業等の経営健全化 ・公営企業等の独立採算を維持し、経営を適正
化することを目指す。 － － － － - － － － － － － － － 行政改革推

進課

○ガス事業、水道事業、簡易水道事業 － － － － - － － － － － － － － 行政改革推
進課

17　未納料金の縮減

平成26年度末未納金残高
＜ガス＞39,523千円（平成
22年度末比100万円縮減）
＜水道＞38,987千円（平成
22年度末比40万円縮減）
＜簡易水道＞918千円（平
成22年度末比20万円縮減）

平成22年度末比縮減額
・ガス25万円
・水道10万円
・簡易水道5万円

・財政の健全化及び公平な
負担の原則から、停止処分
の継続的な実施
・料金徴収業務委託による
民間ノウハウを活用した未
納金の回収

計画どおり
実施

・財政の健全化及び公平な
負担の原則から、停止処分
の継続的な実施を行った。
・料金徴収業務委託による
民間ノウハウを活用した未
納金の回収を行った。

○

・平成22年度末比の縮減額実
績について、次のとおり目標
を達成したため。
　ガス28万円（目標25万円）
　水道70万円（ 〃 10万円）
　簡水▲41万円(〃　5万円）
※簡易水道の未納金額増は大
島区あさひ荘倒産によるもの

・未納金縮減により健全経
営の維持に貢献することが
できた。

なし －

平成23年度末比縮減額
・ガス25万円
・水道10万円
・簡易水道5万円

・財政の健全化及び公平な
負担の原則から、停止処分
の継続的な実施
・料金徴収業務委託による
民間ノウハウを活用した未
納金の回収

ガス水道局
お客様サー
ビス課

18　民間活力の導入

民間のノウハウを活用した
方が効率的である業務につ
いて整理を行い、事業の効
率化が図られている状態

民間のノウハウを活用した
方が効率的である業務につ
いて整理を行い、事業の効
率化を行う。

・料金徴収業務委託実施
・業務効率化の検討

計画どおり
実施

・平成23年4月から料金徴
収の業務委託を実施した。
・業務効率化を検討した。

○

・平成23年4月から新潟サンリ
ン㈱に料金徴収業務を委託
し、特に未納金回収におい
て、成果が得られたため。

・委託により料金徴収部門
に携わる職員の人件費が削
減されるとともに、民間ノ
ウハウを活用した業務委託
を進めたことなどから、健
全経営の維持に貢献するこ
とができた。

なし －

民間のノウハウを活用した
方が効率的である業務につ
いて整理を行い、事業の効
率化を行う。

・料金徴収業務委託実施
・業務効率化の検討

○ガス水道
局総務課、
お客様サー
ビス課

19　企業債残高の縮減

＜ガス＞平成22年度末比4
億2,600万円縮減
＜水道＞平成22年度末比4
億4,400万円縮減
＜簡易水道＞平成22年度末
比4,200万円縮減

企業債残高が前年度を上回
らない状態

年度末企業債残高
・ガス55億1,900万円
・水道136億2,200万円
・簡易水道34億4,300万円

計画どおり
実施

・年度末企業債残高を次の
とおりとした。
　ガス55億1,895万円
　水道136億2,151万円
　簡易水道34億4,313万円

○

・各事業の予算執行管理に努
め、当初計画どおり企業債残
高を前年度よりも上回らない
状態としたため。

・中期経営計画に基づき、
計画を確実に遂行すること
により、健全経営の維持に
貢献することができた。

なし － 企業債残高が前年度を上回
らない状態

年度末企業債残高
・ガス54億2,700万円
・水道135億1,700万円
・簡易水道34億3,500万円

ガス水道局
総務課

20 高い金利水準にある企業債の繰上
償還

水道事業及び簡易水道事業
の企業債における高い金利
水準が解消された状態

企業債の借換を実施

・利率6.0%以上の企業債の
借換を実施
・水道1億860万円
（利子軽減額2,709万円）
・簡易水道2,020万円
　（利子軽減額399万円）

計画どおり
実施

・利率6.0%以上の企業債の
借換を行った（水道1億860
万円（利子軽減額2,904万
円）、簡易水道2,020万円
（利子軽減額421万
円））。

○
・国の承認した高利率の繰上
償還を実施し、支払利息の軽
減が図られたため。

・中期経営計画に基づき、
計画を確実に遂行すること
により、健全経営の維持に
貢献することができた。

なし － 企業債の借換を実施

・利率5.0%以上の企業債の
借換を実施
・水道3億5,080万円
　（利子軽減額5,234万
円）
・簡易水道7,610万円
　（利子軽減額1,760万
円）

ガス水道局
総務課

○病院事業 － － － － - － － － － － － － － 行政改革推
進課

・公営企業等の独立採算を維持し、経営を適正
化することを目指す。 ガス事業・水

道事業・簡易
水道事業中期
経営計画

進課

未納料金縮減
計画 収納率99.5％ 収納率99.4％

・指定管理者との連携によ
る徴収事務の改善強化
・退院時精算の徹底
・支払誓約書の提出及び支
払相談の実施
・訪問収納及び訪問督促の
実施

計画どおり
実施

・退院時精算を徹底したほ
か、支払誓約書の提出及び
支払相談を実施した。
・電話で連絡を取り、収納
日を定めて訪問督促を実施
した。

×

・滞納者のうち無職・無収入
者の割合が増加したことか
ら、251,164千円の調定に対
し、247,725千円の入金であ
り、Ｈ23の目標を達成できな
かった。
・収納率 98.6％

・退院時精算の徹底、訪問
督促の取り組みにより独立
採算の維持に寄与すること
ができた。

なし － 収納率99.4％

・指定管理者との連携によ
る徴収事務の改善強化
・退院時精算の徹底
・支払誓約書の提出及び支
払相談の実施
・訪問収納及び訪問督促の
実施

健康づくり
推進課

医師確保計画 常勤医師10名体制 現状の常勤医師7名体制を
維持

・大学医局への要請
・自治体病院協議会への情
報掲載
・関係団体からの情報収集

計画どおり
実施

・大学医局への要請を行っ
たほか、自治体病院協議会
への情報掲載、関係団体か
らの情報収集を行い、医師
の招へい活動を行った。

○

・目標達成に向け、院内の施
設及び設備を整備したことに
より充実した医療を行うこと
ができ、7名体制の維持が確保
できたため。

・7名体制を維持したこと
により収益が増加し、黒字
が見込めることから、健全
経営に寄与することができ
た。

なし － 常勤医師2名確保（常勤医
師9名体制）

・大学医局への要請
・自治体病院協議会への情
報掲載
・関係団体からの情報収集

健康づくり
推進課

21　未納料金の縮減

・公営企業等の独立採算を維持し、経営を適正
化することを目指す。
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第4次行政改革での重点取組

具体的な取組項目

見直し・改善
の必要性の
有無

Ａ：平成24年度計画の見直し・改善

見直し・改善が必要な理由

Ｃ：目標達成状況の評価

平成23年度の進捗状況

中・小項目の「目指すべき
姿」への貢献度達成状況取組の具体的な実施内容実施状況

小項目（１）

小項目（２）

平成26年度 平成23年度

行政改革推進計画の大項目～小項目の目指すべ
き姿（P)

Ｐ：計画、目標 Ｄ：取組の実施状況

主管課

大項目

中項目

個別計画等

目標

平成23年度取組内容

目標達成（未達成）の理由

平成24年度取組内容平成24年度目標

① ② ③ ④ ※見直し箇所は、太字下線で修正

○下水道事業 － － － － - － － － － － － － － 行政改革推
進課

22　使用料の増収
下水道接続等
推進計画（公
共下水道）

2,150,818千円の使用料歳
入を目指す。

・使用料2,048,527千円
・水洗化率91.3％

・戸別訪問による接続推進
・ＰＲ強化月間の設定
・融資制度のあり方を検討

計画どおり
実施

・個別訪問による接続推
進、ＰＲ強化月間の設定を
行ったほか、融資制度のあ
り方を検討した。

○

・公共下水道については、接
続推進員による個別訪問によ
るきめ細かな接続推進を行う
とともに、新たに供用開始し
た地区内の各戸訪問により目
標を達成したため。
・使用料　2,055,482千円
・水洗化率　91.3％

・目標を上回る使用料の増
収により財政の健全化に努
めた。

なし － ・使用料2,083,375千円
・水洗化率92.1％

・戸別訪問による接続推進
・ＰＲ強化月間の設定

生活排水対
策課

平成26年度における発生汚
泥量は年間7,095ｔが見込 下水道センターでは、汚泥 ・下水道センターでは、汚

・下水道センターでは、汚泥
全量の消化タンク投入及び遠

下水道センターでは、汚泥
全量の消化タンク投入（新

・公営企業等の独立採算を維持し、経営を適正
化することを目指す。

23　施設管理委託料の節減
下水道汚泥減
量計画（公共
下水道）

泥量は年間7,095ｔが見込
まれている（平成22年度比
較559ｔ増）。このため、
発生汚泥量削減に向けた施
設整備と効率的な処理運転
により262ｔの汚泥の減容
を図り、汚泥処
理費5,764千円の節減を図
る。

・流入水量11,240,000㎥
・改善前汚泥量6,743t
・改善後汚泥量6,494t
・汚泥の減容量249t
・汚泥処理費節減額5,478
千円

下水道センターでは、汚泥
全量の消化タンク投入及び
本格稼働した遠心脱水機2
号機の効率的活用により、
発生汚泥量を抑制する。6
か所の浄化センターでは、
各施設規模に応じた汚泥減
容について費用や効果など
の検討を行っていく。

計画どおり
実施

・下水道センターでは、汚
泥全量の消化タンク投入及
び遠心脱水機2号機の効率
的活用により、発生汚泥量
を抑制した。6か所の浄化
センターでは、汚泥の減容
について費用や効果などの
検討を行った。

○

全量の消化タンク投入及び遠
心脱水機2号機の効率的活用に
より、発生汚泥量の削減目標
を達成したため。
・流入水量11,362,052㎥
・改善前汚泥量6,678t
・改善後汚泥量6,323t
・汚泥の減容量355t
・汚泥処理費節減額7,810千円

・機械設備の効率的な運転
により発生汚泥の減容を図
り、施設管理委託料の削減
に努めた。

なし ー

・流入水量11,439,154㎥
・改善前汚泥量6,877t
・改善後汚泥量6,626t
・汚泥の減容量251t
・汚泥処理費節減額5,522
千円

全量の消化タンク投入（新
たに消化タンク2号機稼
働）及び本格稼働した遠心
脱水機2号機の効率的活用
により、発生汚泥量を抑制
する。6か所の浄化セン
ターでは、各施設規模に応
じた汚泥減容について費用
や効果などの検討を行って
いく。

生活排水対
策課

○農業集落排水事業 － － － － - － － － － － － － － 行政改革推
進課

24　使用料の増収
下水道接続等
推進計画（農
業集落排水）

570,165千円の使用料歳入
を目指す。

・使用料563,683千円
・水洗化率91.7％

・戸別訪問による接続推進
・ＰＲ強化月間の設定
・融資制度のあり方を検討

計画どおり
実施

・個別訪問による接続推
進、ＰＲ強化月間の設定を
行ったほか、融資制度のあ
り方を検討した。

×

・未接続世帯の接続推進に努
めた結果、目標を10戸上回る
98戸で新規に接続し、水洗化
率も目標の91.7％を達成する
ことができたが、農山村地域
に集中している農業集落排水
の新規接続戸数（人数）より
も定住人口減少が上回ったこ
と並びに、各世帯における使
用水量（上水道）の減少によ
り使用料の増収に結びつかな
かったため。
・使用料 553,258千円
・水洗化率　91.7％

・水洗化率の目標は達成し
たものの、使用料の増収に
結び付かなかった。

あり（計画
は見直さな
いが実施方
法を見直す

もの）

・引き続き接続推進に努め
るとともに、平成23年度の
実績を踏まえ、今後も続く
ことが予想される人口減少
への対応を検討する必要が
ある。

・使用料566,040千円
・水洗化率92.4％

・戸別訪問による接続推進
・ＰＲ強化月間の設定

生活排水対
策課

・公営企業等の独立採算を維持し、経営を適正
化することを目指す。

25　施設管理委託料の節減
下水道汚泥減
量計画（農業
集落排水）

現在3施設で導入している
汚泥減容装置について経費
削減効果が認められること
から、平成24年度以降計画
的に導入を進め、汚泥引抜
処理費7,830千円の節減を
図る。

・流入水量3,331,566㎥
・改善前汚泥量19,306㎥
・改善後汚泥量18,156㎥
・汚泥の減容量1,150㎥
・汚泥引抜処理費節減額
2,738千円

・3施設で実施（計3施設）
【三郷地区、北諏訪地区、
津有北部諏訪地区】
・導入効果について検証

計画どおり
実施

・既設置の減容装置の維持
管理及び運転管理を適切に
行い、委託料の節減を実施
した。

○

・目標どおり汚泥引抜処理費
の節減を行うことができたた
め。
・流入水量3,350,204 ㎥
・改善前汚泥量18,598㎥
・改善後汚泥量17,416㎥
・汚泥の減容量1,182㎥
・汚泥引抜処理費減額
　　　　　　2,996千円

・減容装置の適切な運転管
理により発生汚泥の減容を
図り、施設管理委託料の削
減に努めた。

なし ー

・流入水量3,346,260㎥
・改善前汚泥量19,391㎥
・改善後汚泥量17,435㎥
・汚泥の減容量1,956㎥
・汚泥引抜処理費節減額
5,203千円

・新たに2施設で導入
（計5施設で実施）
・導入効果について検証

生活排水対
策課

⑤　市が保有する資源を活用した歳入確保 － － － － - － － － － － － － － 行政改革推
進課

26　市税等の収納率の向上
自主財源確保
計画（収納率
向上）

現年課税分収納率：
合計 97.80％
・市税 98.49％
・国民健康保険税 92.29％
・保育料 99.07％
・住宅使用料 97.56％

滞納繰越分収納率：
合計 18.42％
・市税 19.49％

●現年課税分収納率
合計　97.76％
・市税　98.54％
・国民健康保険税 92.27％
・保育料　98.98％
・住宅使用料　97.47％
●滞納繰越分収納率
合計　18.41％
・市税　19.42％

・納税相談の実施
・分納措置
・法的手段の行使
・コンビニ収納導入準備

計画どおり
実施

・具体的な実施内容は次の
とおりである。
●納税相談の実施
●分納措置
　滞納者に対し、計画的な
納税による完納を促すた
め、分割納付を実施。
（1,661件）
●法的手段の行使
・差押（684件）
・裁判所等への交付要求

×

・新たな滞納の発生を抑制す
るため、現年課税分の徴収等
強化を図ったが、目標数値を
達成できない見込みの税目等
があるため。
●現年課税分収納率
・合計 97.93%
・市税 98.66%
・国民健康保険税 92.74%
・保育料 99.22%
・住宅使用料 97.78%
●滞納繰越分収納率

・市の健全な財政運営を進
めるため、自主財源の基盤
である市税等の歳入確保に
努めたが、貢献度は不十分
であった。

あり（計画
は見直さな
いが実施方
法を見直す

もの）

目標達成に必要な取組を検
討しつつ、引き続き徴収等
の強化を図っていく必要が
ある。

●現年課税分収納率
合計　97.73％
・市税　98.50％
・国民健康保険税
92.27％
・保育料　99.01％
・住宅使用料　97.50％
●滞納繰越分収納率
合計　18.41％
・市税　19.46％

・納税相談の実施
・分納措置
・法的手段の行使
・コンビニ収納導入
　（軽自動車税）

収納課

・市税 19.49％
・国民健康保険税 16.81％
・保育料 19.06％
・住宅使用料 27.68％

・市税　19.42％
・国民健康保険税 16.81％
・保育料　19.06％
・住宅使用料　27.68％

・裁判所等への交付要求
（74件）
●24年度から導入する、軽
自動車税のコンビニ収納の
運用体制の整備。

●滞納繰越分収納率
・合計 18.12%
・市税 19.90%
・国民健康保険税 15.86%
・保育料 20.77%
・住宅使用料 18.69%

・市税　19.46％
・国民健康保険税 16.81％
・保育料　19.06％
・住宅使用料　27.68％

27　不用な資産の売却と貸付 公有財産売
払・貸付計画

平成23年度から26年度まで
累計2,280,771千円の売
却・貸付

342,777千円

・売却可能財産リストの補
完
・売却計画の策定
・売却可能財産の公表と売
却の実施

一部実施で
きず

・売却可能財産リストの補
完、売却計画の策定、売却
可能財産の公表を予定どお
り行った。

×

・売却実施予定地の現状把握
不足及び震災等の社会情勢や
景気動向を受け売却が予定ど
おり進まず、売却実施予定の
土地の一部を次年度へ先送り
したため。
　売払　19,155,286円
　貸付　98,709,178円
　合計 117,864,464円
　達成率　34.39%

・不用財産の売却・貸付の
目標を達成できなかったた
め、自主財源の更なる確保
への貢献度は不十分であっ
た。

あり

・不動産活用に対する組織
体制の強化により販売力を
高める必要がある。
・目標の修正は、予算額の
確定によるもの。

283,225千円

・年次計画により売却を実
施
・公の施設の除却後の土地
等を含めた売却計画の修正

用地管財課

・市が保有するあらゆる資源を活用した自主財
源のさらなる確保を目指す。
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第4次行政改革での重点取組

具体的な取組項目

見直し・改善
の必要性の
有無

Ａ：平成24年度計画の見直し・改善

見直し・改善が必要な理由

Ｃ：目標達成状況の評価

平成23年度の進捗状況

中・小項目の「目指すべき
姿」への貢献度達成状況取組の具体的な実施内容実施状況

小項目（１）

小項目（２）

平成26年度 平成23年度

行政改革推進計画の大項目～小項目の目指すべ
き姿（P)

Ｐ：計画、目標 Ｄ：取組の実施状況

主管課

大項目

中項目

個別計画等

目標

平成23年度取組内容

目標達成（未達成）の理由

平成24年度取組内容平成24年度目標

① ② ③ ④ ※見直し箇所は、太字下線で修正

自主財源確保
計画（特定目
的基金）

特定目的基金の適正水準の
確保 計画策定

自主財源の確保に向けた特
定目的基金等取り崩しの検
討

計画どおり
実施

・特定目的基金等の取り崩
し、活用について検討し、
計画を策定した。

○

・自主財源確保計画を策定し
たほか、検討結果を踏まえ、
教育施設整備基金（123,104千
円）を繰り入れるなど予算編
成に反映したため。

・教育施設整備基金を繰り
入れるなど24年度予算に反
映したことにより、自主財
源の確保に寄与することが
できた。

なし － 計画に基づく活用

特定目的基金の活用
（社会福祉施設整備基金運
用益の活用5,340千円な
ど）

財政課

自主財源確保
計画（有料広
告）

広告収入額9,000千円 広告収入額8,300千円

広報じょうえつや市ホーム
ページ、市名入り封筒など
各種封筒に有料広告を掲載
する。また、新たな広告掲
載媒体の掘り起こしなど、
歳入拡大につながる取組に
努める。

計画どおり
実施

・広報じょうえつや市ホー
ムページのほか、市名入り
封筒や市民課窓口封筒など
の各種封筒、指定ごみ袋、
直江津自由通路壁面などに
有料広告を掲載した。ま
た、新たな広告掲載媒体を
発掘するため、他自治体の
取組状況を把握し、導入の
可能性を探った。

○

・有料広告掲載による広告収
入が目標額を上回ったため。
(23年度広告収入額：8,499千
円)

・市が保有する資源を活用
した広告収入の獲得によ
り、自主財源の確保に寄与
することができた。

なし ー 広告収入額8,500千円

広報じょうえつや市ホーム
ページ、市名入り封筒など
各種封筒に有料広告を掲載
する。また、新たな広告掲
載媒体の掘り起こしなど、
歳入拡大につながる取組に
努める。

行政改革推
進課

28　その他収入の確保

（３）　組織機構改革 － － － － － － － － 人事課

29　適正な職員定員管理 職員数1,973人 ・計画策定
・職員数2,020人 定員適正化計画の策定 計画どおり

実施
・平成23年10月に定員適正
化計画を策定した。 ○

・定員適正化計画を策定し、
今後の定員管理の方針を明確
にしたため。

・新たな定員適正化計画の
策定により、適正な人員配
置に向けた基本的な方針を
明らかにした。

なし － 職員数2,008人 計画に基づき職員定数を適
正に管理 人事課

30 木田庁舎・総合事務所のあり方な
ど組織機構の見直し

組織機構が簡素で機能的と
なっている状態

総合事務所を見直し、モデ
ル案を作成した状態

総合事務所・木田庁舎各課
の業務を見直し、モデル案
を検討

計画どおり
実施

・モデル地区としている安
塚区・浦川原区・大島区の
地域協議会、町内会・自治
会等の地域住民へ説明する
モデル案を作成した。

○ ・モデル案を作成し、地域住
民への説明を実施したため。

・取組の目的を三つの柱と
して明確に整理した上で地
域住民への説明を実施した
ものの、結果として理解は
得られなかったが、住民か
らの意見を踏まえ後年度に
予定していた13区全体のブ
ロック割や基幹的な総合事
務所の位置についての検討
を前倒しで開始しており、
目指すべき姿に進んでい
る。

あり

・平成23年度に見直しのモ
デル案を作成し、平成24年
度から一部の区において試
行実施するため、地域住民
への説明を実施したもの
の、十分な理解が得られな
かった。
・議会、地域協議会、町内
会長協議会などの皆さんか
らいただいた様々な意見等
を踏まえ、平成24年度から
の試行実施を見送るととも
に、平成25年度当初から13
区全域で産業建設グループ
の集約を試行実施すること
とする。

平成25年度当初からの産業
建設グループの集約の試行
実施に向け、内部協議を完
了し、十分な住民説明を実施
した状態

・本取組の必要性及び実施
内容の再整理
・グループ及び集約先の総
合事務所の決定
・新たな体制による業務分担
及び事務手順の見直し
・地域協議会等への説明会
の実施

人事課

・複雑多様化する市民ニーズや新たな行政課題
への対応に向けて、真に必要な職員数を定め適
正に管理するとともに、簡素で機能的な組織機
構の構築を目指す。

定員適正化計
画

－ － － － － － － － 人事課

31 職員として大切にすべき価値観・
基本姿勢の共有

職員が職員行動規範に即し
た行動をとっている状態

職員行動規範の内容を職員
が理解し、実践を意識して
いる状態

・職員行動規範の周知
・「マイカード・自分アク
ション」の実践

計画どおり
実施

・職員行動規範を周知し、
平成23年4月から職員全員
で「マイカード・自分アク
ション」を実践した。

○

・職員全員が職員行動規範を
認識し、職員自ら「行動宣
言」を行い、自己啓発を図っ
たため。

・職員全員で職員行動規範
を認識することで、職員と
して大切にすべき価値観・
基本姿勢の共有を図ること
ができ、目指すべき職員像
に近づいているといえる。

なし － 職員行動規範の実践を意識
した行動が高まった状態

・職員行動規範の周知
・「マイカード・自分アク
ション」の更新・実践

人事課

32 育成と任用が連動する人事行政の
推進

意欲ある職員に能力発現の
機会が付与され、任用・配
置の際に見込んだとおりの
役割を果たしている状態

職員の仕事への充実感と向
上心が高まった状態

・人事異動の基本原則の策
定
・任用基準の明確化と昇
任・昇格モデルの明示
・自己申告制度の改善・運
用

計画どおり
実施

・平成24年3月に人事異動
の基本原則を策定し、任用
基準や昇任・昇格モデルを
示した。
・自己申告に併せた上司と
の育成面談を必須として実
施した。

○

・任用基準や昇任・昇格モデ
ルを明確にし、自己申告に併
せた上司との育成面談を定着
させたことにより、職員の仕
事への充実感と向上心を高め
る環境を整えたため。

・任用基準や昇任・昇格モ
デルを明確にし、自己申告
に併せた上司との育成面談
を定着させたことで、育成
と任用が連動する人事行政
の推進が図られるととも
に、仕事への充実感と向上
心が高まりつつあり、目指
すべき職員像に近づいてい
るといえる。

なし － 職員の仕事への充実感と向
上心が高まった状態

・人事異動の基本原則の運
用
・任用基準に基づいた任用
の実施
・自己申告制度の改善・運
用

人事課

33　労務環境の整備

心身ともに健康な職員が相
互に連携し、チームワーク 職員が心身ともに健康で業

・時間外勤務の適正管理を
含む管理職のマネジメント
能力の強化
・職員と所属長が話し合う 計画どおり

・マネジメント・ヒューマ
ンスキルをテーマにした管
理職研修やメンタルヘルス ○

・各種研修や職員面談等を通
して、職員が心身ともに健康

・各種研修や職員面談等を
通して、心身ともに健康で
業務を遂行しやすい労務環
境の重要性についての理解 なし － 職員が心身ともに健康で業

・時間外勤務の適正管理を
含む管理職のマネジメント
能力の強化
・職員と所属長が話し合う 人事課

・すべての職員が心身ともに健康で、仕事への
充実感や向上心を持ち、チームワークの大切さ
を実感しながら、持てる能力を存分に発揮し、
自律的に成長し続けることができる組織づく
り、人づくりを目指す。

（４）　人材育成

人材育成方針33　労務環境の整備 互に連携し、チームワーク
を高めつつ、必要な公務を
遂行している状態

職員が心身ともに健康で業
務を遂行する状態

・職員と所属長が話し合う
育成面談の実施
・職員の健康管理の徹底
・メンタルヘルス研修の実
施

計画どおり
実施

理職研修やメンタルヘルス
研修を実施した。
・職員面談や所属長ヒアリ
ングを実施した。

○ して、職員が心身ともに健康
で業務を遂行しやすい環境を
整えたため。

境の重要性についての理解
が浸透しつつあり、目指す
べき職員像に近づいている
といえる。

なし － 職員が心身ともに健康で業
務を遂行する状態

・職員と所属長が話し合う
育成面談の実施
・職員の健康管理の徹底
・メンタルヘルス研修の実
施

人事課

34　基礎的な資質・能力の底上げ

研修で得た基礎知識・技能
が、業務上での活用の繰り
返しにより定着し、組織全
体のパフォーマンスが向上
した状態

職階に応じた基礎的資質・
能力が向上した状態

・基礎・階層別研修の実施
・新規採用職員・若手職員
の育成指導体制の強化

計画どおり
実施

・マネジメント・ヒューマ
ンスキルをテーマにした管
理職研修等を実施した。
・新規採用職員には、配属
先の先輩職員を育成指導担
当として指名し、業務遂行
を通して指導を行った。

○
・各種研修を通して、職階に
応じた基礎的な資質・能力の
向上を図ったため。

・各種研修を通して、職階
に応じた基礎的な資質・能
力の向上が図られ、目指す
べき職員像に近づいている
といえる。

なし － 職階に応じた基礎的資質・
能力が向上した状態

・基礎・階層別研修の実施
・新規採用職員・若手職員
の育成

人事課

35　専門性の伸長・特定専門分野の
キーマン育成

自己啓発や専門知識習得に
向けた取組意識が高まり、
習得した知識・技能をそれ
ぞれの強みとして、業務遂
行に生かしている状態

職員の学習意欲が高まり、
それぞれが強みとする専門
性が向上した状態

・専門実務研修・長期派遣
研修の実施
・自己啓発・グループ学習
活動の推奨
・市民活動への参加推奨

計画どおり
実施

・外部機関が実施する専門
的な研修や、長期派遣研修
を実施した。
・グループ研修等に補助金
を交付した。
・市民活動への参加を職員
行動規範の一つとして位置
付けた。

○

・自己啓発を図りやすい環境
や、各種の専門的な研修に参
加できる環境を整えたことに
より、職員の専門性の向上を
図ったため。

・専門実務研修やグループ
学習を通して、職員の専門
的な知識や技術の向上が図
られ、目指すべき職員像に
近づいているといえる。

なし －
職員の学習意欲が高まり、
それぞれが強みとする専門
性が向上した状態

・専門実務研修・長期派遣
研修の実施
・自己啓発・グループ学習
活動の推奨
・市民活動への参加推奨

人事課

人材育成方針
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第4次行政改革での重点取組

具体的な取組項目

見直し・改善
の必要性の
有無

Ａ：平成24年度計画の見直し・改善

見直し・改善が必要な理由

Ｃ：目標達成状況の評価

平成23年度の進捗状況

中・小項目の「目指すべき
姿」への貢献度達成状況取組の具体的な実施内容実施状況

小項目（１）

小項目（２）

平成26年度 平成23年度

行政改革推進計画の大項目～小項目の目指すべ
き姿（P)

Ｐ：計画、目標 Ｄ：取組の実施状況

主管課

大項目

中項目

個別計画等

目標

平成23年度取組内容

目標達成（未達成）の理由

平成24年度取組内容平成24年度目標

① ② ③ ④ ※見直し箇所は、太字下線で修正

２　市民社会へのアプローチによる「新しい公共」の創造
・市民が、地域の課題や公共の課題を自らの課
題として、主体的に解決に向けて行動する地域
社会の創造を目指す。

－ － － － － － － － 行政改革推
進課

（１）　近隣社会における共生 － － － － － － － － 自治・地域
振興課

36 地域課題を自らのこととして考え
るきっかけづくりのための地域活動支
援事業の実施

地域活動支援
事業計画

身近な地域における課題の
解決を図り、またはそれぞ
れの地域の活力向上のため
の提案事業の件数を増やす
とともに適切な支援により
地域活動団体の自立性が高
められる環境を整える。

地域の課題解決、地域の活
力向上に資する提案を増や
すとともに地域活動団体の
自立性が高められる環境を
整える。

市民の発意により実施する
事業について支援を実施

計画どおり
実施

・市民の発意により実施す
る事業について支援を実施
した。
・地域活動支援事業　取組
数344件

○

・地域住民による地域活動支
援事業の取組数が前年度(284
件)と比較し60件増加し、地域
住民による行動の広がりが
あったため。

・地域住民による地域活動
支援事業の取組数が60件増
加し、地域住民による行動
の広がりがあった。

なし －

地域の課題解決、地域の活
力向上に資する提案を増や
すとともに地域活動団体の
自立性が高められる環境を
整える。

・市民の発意により実施す
る事業について支援を実施
・事業の提案が活発に行わ
れるような仕掛けや計画の
中間点としての課題整理を
進める。

自治・地域
振興課

・地域住民が、地域の課題を自らのこととして
考え、地域の課題解決や活力向上に向けて、自
主的・主体的な取組を幅広く展開している状態
を目指す。

（２）　多様な市民活動 － － － － － － － － 共生まちづ
くり課

37 市民がボランティア等に参加しや
すい環境整備

ボランティアに関する情報
を随時提供することがで
き、かつ、ボランティア活
動に参加しやすいような多
様な参加パターンのボラン
ティアメニューが増え、市
民がボランティア活動に参
加しやすい状態にする。

ボランティアセンターを介
してのボランティア活動件
数(150件)

・ボランティアセンターの
運営
・ボランティアメニューの
調査、開発
・ボランティア情報に関す
るホームページの制作、運
用
・生徒、児童に対する情報
の充実

計画どおり
実施

・ボランティアセンターの
運営、ボランティアメュー
の調査、開発を進め、社会
活動参加促進コーディネー
ター支援により、新たに病
気の患者の心の痛みを和ら
げる「傾聴ボランティア」
を立ち上げた。
・ボランティア情報に関す
るホームページを開設し、
運用開始した（H24.2
～）。
・生徒、児童に対する情報
の提供を行った（7月：ボ
ランティア参加の案内、12
月：ボランティア活動の紹
介）。

○

ボランティアセンターを介し
てのボランティア活動件数は
152件となり、目標を上回った
ため。

・新たなボランティアメ
ニューを立ち上げたこと
で、市民のボランティア活
動の広がりに寄与した。
・ホームページを開設する
ことにより、市民がボラン
ティア活動に参加しやすい
環境を整備することができ
た。

なし －

・ボランティアセンターを
介してのボランティア活動
件数(160件)
・ボランティア活動につい
て学んだ小中学校数（5
校）

・ボランティアセンターの
運営
・ホームページ等によるボ
ランティア関連情報の迅速
な発信
・広報紙、チラシ及びホー
ムページによるボランティ
アの意義の普及啓発
・生徒、児童に対する情報
の充実

共生まちづ
くり課

市民活動団体が市民から理
・市民活動団体をPRする
ホームページの制作・運用

・市民活動団体をPRする
ホームページの作成・運用
開始を行った（H24.2
～）。

市民活動団体の活動等をホー
ムページで紹介するととも

・ホームページの開設等に
より、市民活動団体への市
民の理解を深める取組を ・ホームページ等による市

民活動団体情報の発信

・市民にボランティア活動を身近に感じてもら
うとともに、市民活動団体が活動を拡大し、か
つ、安定的に活動を維持できるような体力を備
え、地域、団体、個人などの間での様々な関わ
りにより、地域や活動分野に捉われない市民活
動の重層的な広がりが形成されている状態を目
指す。

ボランティア
活動等促進計
画

38　ＮＰＯ・ボランティア等市民団体
の公益的な活動の支援

市民活動団体が市民から理
解され、活動が安定してい
る状態

市民活動団体等の理解が進
み、活動しやすい状態

ホームページの制作・運用
・市民活動団体の紹介･体
験ツアーの実施
・市民活動の場の提供

計画どおり
実施

～）。
・市民活動団体の紹介･体
験ツアーを実施した（8
月）。
・市民活動の場の提供を
行った（通年）。

○
ムページで紹介するととも
に、体験ツアーへの市民参加
により、市民の理解を深める
ことができたため。

民の理解を深める取組を
行ったことで、市民活動団
体が安定的な体力を備え、
市民活動を広げていくため
の環境整備を行うことがで
きた。

なし － 市民活動団体等の理解が進
み、活動しやすい状態

民活動団体情報の発信
・市民向けの市民活動団体
の現場体験の実施
・市民活動の場の提供

共生まちづ
くり課

（３）　市民と行政の協働 － － － － － － － － 共生まちづ
くり課

39　協働を提案しやすい仕組みの構築

地域の課題や公共の課題に
対し、市民と行政が協働し
て、その解決に向けて取り
組んでいる状態

協働提案制度の構築
他の自治体での取組状況を
調査するなど、協働提案制
度の検討・構築

一部実施で
きず

・他の自治体の取組状況を
調査した。 ×

・他市の先進事例を参考に検
討を進めたが、市内のＮＰＯ
法人や住民組織の意見集約に
至らなかったことから、制度
構築ができなかったため。

・制度構築ができなかった
ことから、目指すべき姿に
貢献することはできなかっ
た。

あり

・他の自治体の取組を参考
に検討した結果、「協働を
提案しやすい仕組み」のあ
り方を改めて検討する必要
が生じたため。

・新しい公共の施策展開

・NPO、市民活動団体との意
見交換
・13区住民組織との意見交
換
・施策展開に向けた内部検
討
・市内の協働事例の調査
・「新しい公共」事例集の作
成
・協働の取組の拡充に向け
た事例集の公表

共生まちづ
くり課・市民と行政との協働により、双方にメリット

があり、市民に対してより良いサービスを提供
できる場合には、互いの役割分担を明確にし連
携しながら、市民が必要とする公益事業を展開
している状態を目指す。

協働促進計画

40　協働の場づくりのためのモデル事
業の実施

上越市における協働のモデ
ル的な事業が実施され、市
民や職員にとって、地域の
課題や公共の課題の解決に
向けた市民と行政の協働に
よる取組が参考にされてい
る状態

協働事例の研究
・「新しい公共の場づくり
のための支援事業（国補助
事業）」の実施

計画どおり
実施

・上越市から2団体(上越地
域学校教育支援センター
[担当：教育総務課]）、マ
ミーズ・ネット[担当：こ
ども課]の事業が採択され
た。

○

・「新しい公共型」学校の実
現事業はＨ23年8月から実施
し、学校と地域の共助体制の
あり方について検討を進めて
いるため。
・子育て中の保護者を支援す
る事業はＨ24年4月から実施予
定である。

・国の補助事業を活用し、
市民団体と市との協働によ
る取組を進めることで、市
民サービスの向上に寄与す
ることができた。

なし － 協働モデル事業の検討

・「新しい公共の場づくり
のための支援事業（国補助
事業）」の実施
・｢新しい公共の場づくり
のための支援事業｣や、｢地
域活動支援事業｣の取組内
容を検証し、上越市におけ
る協働の姿(モデル)を検討
する。

共生まちづ
くり課
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